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(百万円未満切捨て)
１．2024年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2023年４月１日～2023年９月30日）
（１）連結経営成績 (％表示は、対前年中間期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期中間期 65,921 12.8 22,545 25.4 16,097 25.6

2023年３月期中間期 58,391 10.8 17,966 31.3 12,812 30.8
(注) 包括利益 2024年３月期中間期 14,755百万円 ( 23.2％) 2023年３月期中間期 11,973百万円 ( 10.6％)
　

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

円 銭 円 銭

2024年３月期中間期 93.26 －

2023年３月期中間期 77.90 －
　

(注) １．2022年９月27日を効力発生日として、普通株式１株を70株に分割しました。
「１株当たりの中間純利益」については、2023年３月期の期首に分割が行われたと仮定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。
（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2024年３月期中間期 12,170,897 259,764 1.9

2023年３月期 11,589,508 231,684 1.8
(参考) 自己資本 2024年３月期中間期 240,611百万円 2023年３月期 213,032百万円
　

(注)「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資産の部の合計で除
して算出しております。なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2024年３月期 － 0.00

2024年３月期(予想) － 0.00 0.00
　

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

　

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 134,849 11.9 44,563 15.0 31,549 13.9 181.79
　

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　　



※ 注記事項

（１）当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2024年３月期中間期 174,482,380株 2023年３月期 164,463,880株

② 期末自己株式数 2024年３月期中間期 －株 2023年３月期 －株

③ 期中平均株式数（中間期） 2024年３月期中間期 172,613,016株 2023年３月期中間期 164,463,880株
　

　(注)当行は2022年９月27日を効力発生日として、普通株式１株を70株に分割しました。
　 「発行済株式数（普通株式）」については、2023年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定しておりま

す。

　

(個別業績の概要)
１．2024年３月期第２四半期（中間期）の個別業績（2023年４月１日～2023年９月30日）
（１）個別経営成績 (％表示は、対前年中間期増減率)

経常収益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期中間期 64,108 12.0 23,346 22.9 16,241 24.2

2023年３月期中間期 57,190 9.8 18,983 31.9 13,075 31.2
　

１株当たり
中間純利益

円 銭

2024年３月期中間期 94.08

2023年３月期中間期 79.50
　

(注)当行は、2022年９月27日を効力発生日として、普通株式１株を70株に分割しました。「１株当たり中間純利益」に
ついては、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2024年３月期中間期 12,245,466 235,917 1.9

2023年３月期 11,694,235 209,270 1.7

(参考) 自己資本 2024年３月期中間期 235,917百万円 2023年３月期 209,270百万円

(注)「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部合計で除して算出しております。
なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

　

※ 中間決算短信は公認会計士又は監査法人の中間監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績目標等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当行として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当中間決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当中間期における世界の経済環境は、新型コロナウイルス感染症による厳しい行動規制が緩和され、全体的には回復

基調にありましたが、一方で、長期化するロシア・ウクライナ情勢によるエネルギー価格の上昇や原材料価格の高騰、

インフレ率の高止まり等の影響により、景気の下振れリスクに注意が必要な状況です。金融市場においては、米連邦準

備制度理事会(FRB)が利上げの終結時期を探る状況が続く一方で、欧州中央銀行(ECB)は9月14日に開催した定例の政策理

事会で利上げが打ち止めとなる可能性を示唆する等、先行きが見通せない状況にあります。

　日本の経済環境においては、新型コロナウイルス感染症に対するワクチン接種や各種政策等に加え、2023年５月に新

型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行されたことにより、個人の生活や法人の企業活動は、「アフターコロナ」

への転換が進み、個人消費や設備投資は回復基調にありますが、景気は緩やかな改善に留まっています。新型コロナウ

イルス感染症への対応の中で、個人の生活や法人の企業活動のデジタルシフトが進展し、「アフターコロナ」において

もこうした動きが継続することが想定されるため、オンラインで完結する銀行サービスを提供する当行グループに期待

される社会的役割は一層増していると考えています。また、金融市場においては、日本銀行が７月28日の金融政策決定

会合で、イールドカーブ・コントロール(YCC)の運用の柔軟化を決定し、10年物国債を対象に実施している連続指し値オ

ペの利回りを0.5％から1.0％に引き上げる等、金融政策が転換期を迎えており、これまで以上に市場動向に注意をする

必要があります。

　こうした金融経済環境下で当行グループは、銀行サービスが重要な社会インフラであるという認識のもと、高性能か

つ安定的な決済インフラの運営、システムの効率化、内部管理体制の整備を推進し、新サービスの導入や資産運用の強

化等を通じて、今まで以上に収益性と成長性を重視した経営に取り組んできました。

　具体的には、個人顧客の生活口座化を推進し、非金利収益の増加を図るとともに、個人顧客当たりの収益性を引き上

げる戦略のもと、当行の決済サービスが利用できる提携先の拡大に努めました。まず、口座振替とペイジーによる支払

いサービスにおいて、八王子市の公金の取扱いを開始しました。さらに、口座振替サービスにおいては、日本学生支援

機構の奨学金、独立行政法人中小企業基盤整備機構が取り扱う小規模企業共済、株式会社日本政策金融公庫(国民生活事

業および中小企業事業)の融資金返済の受付を開始しました。また、「楽天銀行コンビニ支払サービス(アプリで払込票

支払)」において、地方税統一QRコードの取扱いを開始し、当サービスにて支払いが可能な対応先をさらに拡大しまし

た。

　これらの結果、口座数が順調に増加し、2023年６月に1,400万口座を突破し、2023年９月末には1,437万口座に達しま

した。単体預金残高も順調に増加し、2023年９月末には９兆5,500億円に達しました。

　当中間連結累計期間の経常収益については、資金運用収益が、楽天カード株式会社のクレジットカード債権等を裏付

資産とする信託受益権の残高が増加したことに加え、投資用マンションローンや提携ローン等の貸出金残高が増加した

ことにより、前中間連結累計期間比63億50百万円増の396億32百万円となりました。役務取引等収益は、口座数の伸びと

ともに生活口座化の進展が寄与し、為替関連手数料等が増加したことにより、前中間連結累計期間比６億０百万円増の

211億40百万円となりました。その他業務収益は、海外の金利が上昇したことにより、外貨預金に係る収益が伸長し、前

中間連結累計期間比４億42百万円増の42億46百万円となりました。また、台湾で2021年１月に営業開始した樂天國際商

業銀行股份有限公司において、前中間連結累計期間比５億13百万円増の９億99百万円の経常収益を計上しました。これ

らの結果、経常収益は前中間連結累計期間比75億29百万円増の659億21百万円となりました。

　一方、経常費用については、資金調達費用は、預金残高の伸長に伴い、前中間連結累計期間比17億91百万円増の48億

74百万円となりました。役務取引等費用は、支払為替手数料が増加したものの、カードローンの支払保証料の減少によ

り、前中間連結累計期間比６百万円減の166億５百万円となりました。また、営業経費は、ソフトウェア減価償却費、業

務委託費や広告宣伝費等の増加により、前中間連結累計期間比７億69百万円増の205億20百万円となりました。樂天國際

商業銀行股份有限公司においては、前中間連結累計期間比４億３百万円増の24億84百万円の経常費用を計上しました。

これらを受けて、経常費用は前中間連結累計期間比29億51百万円増の433億75百万円となりました。

　上記の経常収益及び経常費用の結果、経常利益は前中間連結累計期間比45億78百万円増の225億45百万円、親会社株主

に帰属する中間純利益は前中間連結累計期間比32億85百万円増の160億97百万円となりました。

　なお、当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、セグメント毎の経営成績等については記載を省略して

います。
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（２）財政状態に関する説明

　当中間連結会計期間末における資産の部については、有価証券が政府保証債、外国債券等の購入により前連結会計年

度末比441億81百万円増の8,245億55百万円、買入金銭債権が楽天カード株式会社のクレジットカード債権等を裏付資産

とする信託受益権等の購入により、前連結会計年度末比2,062億24百万円増の２兆3,092億84百万円となりました。貸出

金は、投資用マンションローンや提携ローン等の堅調な増加に加えて、カードローン残高が純増に転じたことにより、

前連結会計年度末比1,485億68百万円増の３兆9,291億55百万円、現金預け金は前連結会計年度末比1,034億７百万円増の

４兆1,536億35百万円となりました。この結果、資産の部の合計額は前連結会計年度末比5,813億89百万円増加し、12兆

1,708億97百万円となりました。

　負債の部については、普通預金が、口座数の伸長や個人顧客の生活口座化の進展に加え、楽天証券株式会社との口座

連携サービス(マネーブリッジ)を利用する顧客数の増加により、前連結会計年度末比3,641億57百万円増の８兆4,908億

５百万円、定期預金が前連結会計年度末比895億25百万円増の8,543億79百万円、外貨預金が前連結会計年度末比79億43

百万円減の638億59百万円となりました。また借用金は、日本銀行の貸出増加を支援するための資金供給を活用している

ものですが、前連結会計年度末比300億円増の２兆3,074億円となりました。この結果、負債の部の合計額は前連結会計

年度末比5,533億９百万円増加し、11兆9,111億33百万円となりました。

　また、純資産の状況については、2023年４月に東京証券取引所プライム市場への上場に伴う増資により、資本金及び

資本剰余金がそれぞれ前連結会計年度末比66億62百万円増加し、資本金が326億16百万円、資本剰余金が105億43百万円

となったことに加え、利益剰余金が親会社株主に帰属する中間純利益の計上に伴い前連結会計年度末比160億97百万円増

の2,028億12百万円となりました。この結果、純資産の部の合計額は前連結会計年度末比280億79百万円増加し、2,597億

64百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想については、2023年５月10日に公表いたしました通期の連結業績予想に変更はありません。

　なお、当該業績予想につきましては、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づい

ており、その達成を当行として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異

なる可能性があります。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当中間連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部

現金預け金 4,050,227 4,153,635

コールローン 7,370 14,436

債券貸借取引支払保証金 559,174 561,874

買入金銭債権 2,103,059 2,309,284

有価証券 780,373 824,555

貸出金 3,780,587 3,929,155

外国為替 9,904 12,316

その他資産 260,223 321,780

有形固定資産 3,715 3,484

無形固定資産 19,266 21,137

繰延税金資産 8,228 10,513

支払承諾見返 9,533 11,617

貸倒引当金 △2,156 △2,893

資産の部合計 11,589,508 12,170,897

負債の部

預金 8,985,693 9,433,751

コールマネー 12,028 12,724

債券貸借取引受入担保金 3,895 3,009

借用金 2,277,400 2,307,400

外国為替 3,019 2,011

その他負債 64,313 138,485

賞与引当金 630 735

役員賞与引当金 5 2

退職給付に係る負債 1,292 1,384

睡眠預金払戻損失引当金 11 12

支払承諾 9,533 11,617

負債の部合計 11,357,824 11,911,133

純資産の部

資本金 25,954 32,616

資本剰余金 3,880 10,543

利益剰余金 186,714 202,812

株主資本合計 216,549 245,972

その他有価証券評価差額金 △7,364 △10,933

繰延ヘッジ損益 △12 649

為替換算調整勘定 3,821 4,903

退職給付に係る調整累計額 38 19

その他の包括利益累計額合計 △3,517 △5,361

非支配株主持分 18,651 19,152

純資産の部合計 231,684 259,764

負債及び純資産の部合計 11,589,508 12,170,897
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

経常収益 58,391 65,921

資金運用収益 33,282 39,632

（うち貸出金利息） 23,455 26,568

（うち有価証券利息配当金） 739 2,118

役務取引等収益 20,540 21,140

その他業務収益 3,804 4,246

その他経常収益 170 187

信託報酬 594 713

経常費用 40,424 43,375

資金調達費用 3,082 4,874

（うち預金利息） 2,692 3,418

役務取引等費用 16,611 16,605

その他業務費用 2 －

営業経費 19,751 20,520

その他経常費用 975 1,374

経常利益 17,966 22,545

特別損失 0 0

固定資産処分損 0 0

税金等調整前中間純利益 17,966 22,544

法人税、住民税及び事業税 6,662 7,936

法人税等調整額 △865 △897

法人税等合計 5,797 7,039

中間純利益 12,169 15,505

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △643 △592

親会社株主に帰属する中間純利益 12,812 16,097
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中間連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

中間純利益 12,169 15,505

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,896 △3,558

繰延ヘッジ損益 △4 661

為替換算調整勘定 2,681 2,165

退職給付に係る調整額 23 △19

その他の包括利益合計 △196 △750

中間包括利益 11,973 14,755

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 11,512 14,254

非支配株主に係る中間包括利益 460 501
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（３）中間連結株主資本等変動計算書

　前中間連結会計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延

ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

当期首残高 25,954 2,468 159,022 187,445 △3,596 9 3,269

当中間期変動額

会社分割による増加 1,412 1,412

新株の発行 －

親会社株主に

帰属する中間純利益
12,812 12,812

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純

額）

△2,659 △4 1,340

当中間期変動額合計 － 1,412 12,812 14,225 △2,659 △4 1,340

当中間期末残高 25,954 3,880 171,835 201,670 △6,255 4 4,610

その他の包括利益累計額

非支配

株主持分

純資産

合計退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 △47 △363 19,413 206,494

当中間期変動額

会社分割による増加 1,412

新株の発行 －

親会社株主に

帰属する中間純利益
12,812

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純

額）

23 △1,299 460 △839

当中間期変動額合計 23 △1,299 460 13,385

当中間期末残高 △23 △1,663 19,873 219,880
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　当中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延

ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

当期首残高 25,954 3,880 186,714 216,549 △7,364 △12 3,821

当中間期変動額

会社分割による増加 －

新株の発行 6,662 6,662 13,324

親会社株主に

帰属する中間純利益
16,097 16,097

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純

額）

△3,569 661 1,082

当中間期変動額合計 6,662 6,662 16,097 29,422 △3,569 661 1,082

当中間期末残高 32,616 10,543 202,812 245,972 △10,933 649 4,903

その他の包括利益累計額

非支配

株主持分

純資産

合計退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 38 △3,517 18,651 231,684

当中間期変動額

会社分割による増加 －

新株の発行 13,324

親会社株主に

帰属する中間純利益
16,097

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純

額）

△19 △1,843 501 △1,342

当中間期変動額合計 △19 △1,843 501 28,079

当中間期末残高 19 △5,361 19,152 259,764
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当第２四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

株主資本の金額の著しい変動

当行は、株式会社東京証券取引所より上場承認を受け、2023年４月21日に同取引所プライム市場に株式上場し

ました。上場にあたり、2023年４月20日を払込期限とする公募増資(ブックビルディング方式による募集)による

新株式5,555,500株の発行により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ3,694百万円増加しました。

また、2023年５月24日を払込期限とする第三者割当(オーバーアロットメントによる売出し)による新株式

4,463,000株の発行により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ2,967百万円増加しました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間において資本金及び資本剰余金がそれぞれ6,662百万円増加し、当第

２四半期連結会計期間末において資本金が32,616百万円、資本剰余金が10,543百万円となりました。
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（１）損益の状況（単体） 

 
(注)１．(２)業務粗利益＝(３)(資金運用収益-資金調達費用)＋(４)(役務取引等収益-役務取引等費用)＋ 

(５)(その他業務収益-その他業務費用) 

２．(11)実質業務純益＝(２)業務粗利益－(７)営業経費 

３．(13)業務純益＝(２)業務粗利益－(７)営業経費－(12)一般貸倒引当金繰入額 

４．(14)コア業務純益＝(13)業務純益－(６)国債等債券損益＋(12)一般貸倒引当金繰入額 

５．(32)経費率＝(７)営業経費÷(２)業務粗利益 
 

 

 

 

    （単位：百万円） 

   項番 2024 年３月期   2023 年３月期 

     中間期  前年同期比  中間期 

経常収益 １ 64,108 6,917 57,190 

業務粗利益 ２ 43,244 5,447 37,797 

  資金運用収支 ３ 34,482 4,404 30,077 

  役務取引等収支 ４ 4,529 609 3,919 

  その他業務収支 ５ 4,233 433 3,799 

    うち国債等債券損益 ６ － △ 9 9 

経費（除く臨時処理分）  ７ △ 18,849 △ 805 △ 18,044 

  人件費  ８ △ 3,822 △ 232 △ 3,589 

  物件費  ９ △ 13,841 △ 469 △ 13,372 

  税金  10 △ 1,185 △ 103 △ 1,081 

実質業務純益 11 24,395 4,642 19,753 

一般貸倒引当金繰入額  12 △ 337 △ 121 △ 215 

業務純益 13 24,057 4,520 19,537 

コア業務純益 14 24,395 4,651 19,743 

臨時損益  15 △ 711 △ 157 △ 553 

  貸出金償却  16 △ 120 △ 15 △ 104 

 個別貸倒引当金繰入額  17 △ 421 △ 321 △ 100 

 その他不良債権処分損  18  －  △ 0 0 

 償却債権取立益 19 3 △ 5 8 

  その他臨時損益  20 △ 172 185 △ 358 

経常利益 21 23,346 4,362 18,983 

特別損益 22 △ 0 △ 0 △ 0 

税引前当期純利益 23 23,345 4,362 18,983 

法人税等合計  24 △ 7,104 △ 1,197 △ 5,907 

当期純利益 25 16,241 3,165 13,075 

       

与信関係費用  26 △ 876 △ 465 △ 410 

  一般貸倒引当金繰入額  27 △ 337 △ 121 △ 215 

  貸出金償却     28 △ 120 △ 15 △ 104 

  個別貸倒引当金繰入額  29 △ 421 △ 321 △ 100 

  その他不良債権処分損  30  －  △ 0 0 

  償却債権取立益 31 3 △ 5 8 

      

経費率 32 43.5% △4.1pt 47.7% 
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（２）「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（単体） 
 

    (単位：百万円) 

 2022 年９月末 2023 年９月末  2023 年３月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権  －   －   － 

危険債権 825 1,360  1,102 

要管理債権 696 1,307  1,091 

正常債権 3,447,528 3,929,861  3,788,470 

合計 3,449,049 3,932,528  3,790,664 

（注）上記は、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づくものであります。 

 

 

（３）連結自己資本比率（国内基準） 

    (単位：百万円) 

 2022 年９月末 2023 年９月末  2023 年３月末 

自己資本比率 12.60% 11.30%  11.21％ 

自己資本の額 207,514 247,886  218,348 

総所要自己資本額 65,850 87,675  77,843 

（注）平成 26 年金融庁告示第 7 号に基づき開示しております。 

 

 

（４）単体自己資本比率（国内基準） 

    (単位：百万円) 

 2022 年９月末 2023 年９月末  2023 年３月末 

自己資本比率 11.59% 10.77%  10.57％ 

自己資本の額 192,826 235,711  207,103 

総所要自己資本額 66,531 87,506  78,321 

（注）平成 26 年金融庁告示第７号に基づき開示しております。 

 

 

（５）連結ＲＯＥ（自己資本当期純利益率） 
  

 2023 年３月期 

連結ＲＯＥ（自己資本当期純利益率） 13.8％ 

（注）１．自己資本当期純利益率： 

親会社株主に帰属する当期純利益

（期首自己資本＋期末自己資本）÷２
×100 

２．自己資本 ＝ 純資産合計－株式引受権－新株予約権－非支配株主持分 
 

 

（６）有価証券関係（連結） 
※ 中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権の一部が含まれてい

ます。 
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１．満期保有目的の債券 

前連結会計年度(2023 年３月 31 日) 

 

 種類 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 

時価が連結貸借対照
表計上額を超えるも

の 

国債 29,976 30,004 27 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

小計 29,976 30,004 27 

時価が連結貸借対照
表計上額を超えない

もの 

国債 488,422 482,798 △5,623 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 3,652 3,544 △107 

その他 － － － 

小計 492,074 486,343 △5,731 

合計 522,051 516,347 △5,703 

 

当中間連結会計期間(2023 年９月 30 日) 

 

 種類 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が中間連結貸借
対照表計上額を超え
るもの 

 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

時価が中間連結貸借

対照表計上額を超え
ないもの 

国債 517,567 502,393 △15,174 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 34,299 33,995 △303 

その他 － － － 

小計 551,866 536,388 △15,477 

合計 551,866 536,388 △15,477 
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２．その他有価証券 

前連結会計年度(2023年３月31日) 

 

 種類 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え

るもの 

株式 － － － 

債券 12,505 12,466 39 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 12,505 12,466 39 

その他 88,141 88,067 74 

小計 100,647 100,534 113 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え
ないもの 

株式 1,430 1,430 － 

債券 147,699 151,232 △3,532 

国債 121,912 124,475 △2,563 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 25,787 26,757 △969 

その他 153,907 161,274 △7,367 

小計 303,037 313,937 △10,899 

合計 403,684 414,471 △10,786 

 

当中間連結会計期間(2023年９月30日) 

 

 種類 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額が取得原価を

超えるもの 

株式 － － － 

債券 11,074 11,051 23 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 11,074 11,051 23 

その他 124,311 124,138 173 

小計 135,386 135,190 196 

中間連結貸借対照表

計上額が取得原価を
超えないもの 

株式 － － － 

債券 140,595 146,640 △6,044 

国債 118,896 124,224 △5,328 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 21,699 22,415 △715 

その他 203,076 213,158 △10,082 

小計 343,672 359,798 △16,126 

合計 479,059 494,989 △15,929 
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（７）デリバティブ取引関係（連結）  
１．へッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの中間連結決算日(連結決算日)

における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益は、以下のとおりです。なお、契約額等に

ついては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

 

 

①金利関連取引 
前連結会計年度(2023 年３月 31 日) 

 

区分 種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等のうち 

１年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

店頭 

金利スワップション     

売建 109,973 109,973 △8,808 △8,808 

買建 110,104 110,104 8,803 8,803 

合計 － － △5 △5 

(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しています。 

 ２．金利スワップションには、当行において区別して把握することが困難な金利スワップ取引を含めて表示しています。 

 

当中間連結会計期間(2023 年９月 30 日) 

 

区分 種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等のうち 

１年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

店頭 

金利スワップション     

売建 125,358 125,358 △13,425 △13,425 

買建 125,436 125,436 13,414 13,414 

合計 － － △10 △10 

(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しています。 

 ２．金利スワップションには、当行において区別して把握することが困難な金利スワップ取引を含めて表示しています。 

 
 
②通貨関連取引 
前連結会計年度(2023 年３月 31 日) 

 

区分 種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等のうち 

１年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

店頭 

為替予約     

売建 562,969 573 2,331 2,331 

買建 631,279 2,240 1,794 1,794 

通貨スワップ 12,435 12,435 △1,266 △1,266 

合計 － － 2,859 2,859 

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しています。 
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当中間連結会計期間(2023 年９月 30 日) 

 

区分 種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等のうち 

１年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

店頭 

為替予約     

売建 536,759 453 3,682 3,682 

買建 553,284 1,601 3,417 3,417 

通貨スワップ 12,377 12,377 △2,824 △2,824 

合計 ― ― 4,276 4,276 

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しています。 

 

 

③債券関連取引 
前連結会計年度(2023 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 
当中間連結会計期間(2023 年９月 30 日) 

 

区分 種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち 
１年超 

(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

金融商品取引所 

債券先物     

 売建 － － － － 

 買建 289 － △0 △0 

合計 ― ― △0 △0 

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しています。 
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の中間連結

決算日(連結決算日)における契約額又は契約において定められた元本相当額及び時価は、以下のとおりです。なお、契

約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

 

 

①通貨関連取引 

前連結会計年度(2023年３月31日) 

 

ヘッジ会計 
の方法 

種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち 
１年超 

(百万円) 

時価 
(百万円) 

原則的処理方法 

為替予約 

外貨建定期預金に係る未
履行の確定契約 

   

売建 25 15 0 

買建 201 65 △2 

通貨スワップ 外貨建の有価証券 16,118 16,118 0 

合計 ― ― △1 

(注) 主として業種別委員会実務指針第25号等に基づき、繰延ヘッジによっています。 

 

当中間連結会計期間(2023年９月30日) 

 

ヘッジ会計 
の方法 

種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち 
１年超 

(百万円) 

時価 
(百万円) 

原則的処理方法 

為替予約 

外貨建定期預金に係る未
履行の確定契約 

   

売建 37 15 △3 

買建 220 53 19 

通貨スワップ 外貨建の有価証券 45,963 45,963 △3,029 

合計 ― ― △3,012 

(注) 主として業種別委員会実務指針第25号等に基づき、繰延ヘッジによっています。 
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（８）利鞘の状況（単体） 
    （単位：％） 

  
2023 年３月期 

中間期 

2024 年３月期 

中間期 

 
2023 年３月期 

資金運用利回 0.95 0.94  0.92 

資金調達原価 0.42 0.39  0.40 

総資金利鞘 0.53 0.55  0.52 

資金調達利回 0.05 0.07  0.05 

資金利鞘 0.90 0.87  0.87 

 

 

（９）預金の状況（単体） 
    (単位：百万円) 

 2022年９月末 2023年９月末  2023年３月末 

普通預金 7,789,872 8,648,166  8,287,342 

定期預金 511,052 813,338  748,343 

その他の預金 93,797 88,566  94,190 

合計 8,394,722 9,550,071  9,129,876 

 

 
（10）定期預金の残存期間別残高（単体） 

           （単位：百万円） 

 １年以下 
１年超 

２年以下 
２年超 

３年以下 
３年超 合 計 

2022 年９月末 491,425 8,682 4,019 6,924 511,052 

2023 年９月末 795,054 7,203 4,133 6,945 813,338 

     

2023 年３月末 730,163 7,942 3,833 6,403 748,343 

 

 
（11）営業経費の状況（単体） 

     (単位：百万円) 

 
2023 年３月期 

中間期 
2024 年３月期 

中間期 
 2023年３月期 

人件費 3,589 3,822  7,138 

物件費 13,372 13,841  26,525 

 内 減価償却費 1,781 2,087  3,692 

税金 1,081 1,185  2,186 

合計 18,044 18,849  35,850 

 

 
（12）役員・従業員の状況（単体） 

 2022年９月末 2023年９月末  2023年３月末 

役 員  9 名  9 名  9 名 

 取 締 役 5 名 5 名  5 名 

 監 査 役 4 名 4 名  4 名 

従 業 員 855 名 901 名  827 名 

合 計 864 名 910 名  836 名 

（注）従業員数は、正社員、嘱託、契約社員及び他社から当行への出向者を含む人数を記載しており、当行から他社への出向者は 
除いております。 

 

 


